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【出席者】 

区 分 氏   名 所 属 団 体 等 

会  長 鈴木 美佐子 北海学園大学法学部教授 

副 会 長 横田  弘 北海道大学大学院工学研究院教授 

委  員 内田 賢悦 北海道大学大学院工学研究院教授 

委  員 金坂 由美子 税理士法人金坂会計事務所 

委  員 齊藤 拓男 (株)道新デジタルメディアメディアプランナー 

委  員 竹内 弘雄 公認会計士竹内事務所 

委  員 武岡 明子 札幌大学地域共創学群教授 

委  員 玉堀 ひろ子 玉堀司法書士事務所 

委  員 中津川 誠 室蘭工業大学大学院工業研究科教授 

委  員 野呂 美紗子 （一社）北海道開発技術センター主任研究員 

委  員 深貝  亨 Ｐ・Ｒ・Ｏ行政書士法人代表 

 

【事務局(北海道)】 

 総合政策部計画推進担当局長           谷内 浩史 

 総合政策部政策局計画推進課長          石川 政宣 

ほか 
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１ 開 会 

会議の成立報告（北海道政策評価委員会委員 15名のうち 11 名出席） 

 

２ 議 事 

（１）平成 29 年度政策評価（公共事業評価）の結果に関する報告（案）について 

 

（事務局より資料１－１～１－３、資料２、資料３及び資料４に基づき報告） 

 

【横田副会長】 

（公共事業評価専門委員会における主な審議内容について説明） 

 

・平成 30年５月 22 日（火）に開催された公共事業評価専門委員会において、議論をし

た 34 地区に関し、何点か補足をさせていただく。 

 

・専門委員会では、先ほど事務局からも説明があったが、全員評価地区として委員全員

で調査・ヒアリングを行った３地区、それから各委員が分担をして４月～５月上旬に

かけて検討した結果について審議した。 

 

・なお、34 地区を一日の委員会で議論をするのは、いささか厳しいため従前どおり、

主に審議をさせていただく地区のほか、比較的類似なものは担当委員の判断を尊重し、

確認だけにとどめるなど、メリハリをつけた審議を行った。 

 

・審議の結果、事前評価対象 34 地区全てにおいて「要望を行うことは妥当」との評価

結果となったが、今後、さらなる検討などが必要と考えられる６地区については、専

門委員会として付帯意見を付すこととした。 

 

・まず、調書番号 06-01 および 06-07 の農地整備事業（経営体育成型）は、水田を対象

として米などの生産性向上あるいは農作業の効率化を図るため、区画整理とともに、

用水路、暗渠排水の整備を行うものである。この地区は泥炭地の軟弱地盤であるため

不同沈下が予想され、特に大規模化をすればするほど、大型の農作業機械が必要とな

り、その重量により、より沈下しやすくなる。また、排水をすればするほど地下水が

下がり、こちらも不同沈下がしやすくなるという状況の中で、どのような整備をすべ

きなのかなどについて専門的に議論した。 
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・事業そのものの必要性や効果については充分高いと考えられたため、要望を行うこと

は「妥当」としたが、当該地区は過去にも整備を行ったことのある地区で、当初予定

した 40 年が経過する前に再整備の必要性が生じている。経営体育成型は 40 年の使用

期間を想定した便益費用の分析を行っていることもあるので、想定期間を耐えうるよ

うな設計や維持管理計画とするなど施設の長寿命化が図られるよう意見を付すこと

とした。 

 

・調書番号 06-18 草地畜産基盤整備事業（（草地整備型）公共牧場整備事業））は、酪農

経営における子牛のほ育・育成を公共牧場において分業化し、酪農経営の安定化と労

働時間の軽減を図り、併せて、飼料となる牧草地の整備を行うものである。 

 

・今回のふらの地区は、富良野市、上富良野町、中富良野町、南富良野町、占冠村の非

常に広範囲にまたがり、最も遠い地区だと約60ｋｍ離れている地域もあることから、

どのような発注形態が効率的なのか、仮に一括で発注をすると広範囲であるため、む

しろコストが嵩んでしまうのではないかなどについて議論をした。 

 

・コストの問題については専門委員会では結論づけられなかったが、想定のコストの中

で収まるよう、発注形態をきちんと考えるよう意見を付したもの。 

 

・調書番号 06-20 及び 06-21 について、こちらも草地畜産基盤整備事業であるが、隣接

する中頓別町と枝幸町でそれぞれ同様の公共牧場を整備するものである。偶然、同じ

時期に同じ施設整備が隣接する地区で出てきたため議論となったが、市町村の区切り

毎で、なぜ事業をやらなければいけないのか、両地区を一体化して整備をすることに

より効率化が図られたり、施設の有効的な配置ができるのではないかといった観点で

議論をした。 

 

・当該地区については過去の経緯や地元酪農家の要望などもあり、事業を一体化するこ

とにはならないと理解しつつ、今後、こういった整備が行われることも十分想定され

ることから、今後、近隣地区で整備を計画する際には、効率的な事業実施の観点から

広域的な施設整備を検討するよう意見を付けたもの。 

 

・調書番号 08-04 道路改築事業（釧路空港インター線（仮称））は、現在、国において

直轄事業で高規格幹線道路「道東自動車道」の整備を行っているところであるが、現

状、釧路空港の最寄にはインターチェンジの整備計画がないことから、北海道単独で

釧路空港に最も近い場所に新しくインターチェンジを設置し、空港利用者の利便を図

るもの。 
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・広域観光ルート「アジアの宝 悠久の自然美への道 ひがし北・海・道」を構成する

釧路地区において観光関連施策を推進することは非常に重要。当該事業は観光客の利

便性を向上させるものであるが、本インターチェンジの整備により、当然地元には何

らかのメリット、例えば救急搬送時間の短縮や、釧路港に水揚げした水産物を釧路空

港からその日のうちに消費地に運ぶ場合の輸送時間短縮効果等も見込まれるため、単

にマニュアルに載っている費用便益分析だけではなく、こういったメリットを明確に

道民にも示すなど、便益、効果の示し方について検討するよう意見を付けたもの。事

業の中身には問題ないと認識。付帯意見については以上。 

 

・その他、専門委員会での発言としては、道路改築事業の橋梁の架替工事について、十

勝総合振興局管内で２件あるが、それぞれ橋梁は築 50 年以上が経過して非常に老朽

化が進んでおり、かつ河川の河床が洗掘され耐震的にも非常に危ない状況となってい

ることから、緊急的に事業を進めなくてはならない状況。 

 

・現地も視察したが、このうち一つは特に老朽化が進んでおり、ごく最近にもコンクリ

ート片が剥落し緊急補修事業のため三週間程度、橋梁が使用できなくなっている。そ

ういった二つの似たような橋梁がある中で、現時点では同時に工事を始め、同時に整

備をし、ほぼ同時期に工事が終わる計画となっているが、片側に集中投資をして早く

工事を終わらせると、施設を安心して使えてコストも抑えられ、既存の橋梁の維持管

理費も抑えられるのではないかという提案があり議論をしたもの。 

 

・河川協議等の問題もあり、現時点ではこうしたことは確約できないものの、今後検討

していただくことを、付帯意見ではないが注文をつけた。 

 

・河川改修事業については先ほどの優先順位のつけ方で事務局が説明したとおりで、こ

ちらも事業期間が長いことから、重点的な整備をし、できるだけ工期短縮を図るよう

にとのこと。 

 

・最後に河川改修事業について、事業を行うと河川幅が広がり、既存の橋梁のうちいく

つかは撤去して架け替えをすることとなるが、今後人口が減っていくあるいは交通量

が変化する中で、橋梁の必要性は常に議論になるので、真に必要な橋梁をきちんと見

極めて架替工事は行い、そうでないものについては橋梁をそのまま撤去して、コスト

縮減に努めるべきといった意見もあった。  

 

・このように専門委員会としては、ヒアリングや現地調査を踏まえ、事業効果、事業の

必要性や重点化などの観点から審議した結果、事前評価対象３４地区について、いず

れも「要望を行うことは妥当」と判断した。 
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《審議》 

【竹内委員】 

・調書番号 06-01 および 06-07 に関して「再度の整備が生じないよう、整備の内容や維

持」との付帯意見が付されているが、例えばやむを得ず、再整備などの事態が生じた

場合、妥当性などについて道としてチェックをする仕組みとなっているのか。 

 

【事務局】 

・今回の報告については、付帯意見も含めて道議会に報告をし、道としては、その報告

も踏まえて真摯に対応するものであり、仮に同じような事態が起きた場合には、その

原因や要因を整理し、評価の要件に該当する場合は、政策評価委員会で審議していた

だく。 

 

【深貝委員】 

・道営住宅は建設部所管となっているが、住宅を供給するということは社会的背景から

見ると福祉的要素が強いと考える。実際に造る、造らないというのはどういった判断

をされているのか。 

 

【事務局】 

・道営住宅については、ハードの整備ということであれば、建設部が事業実施主体とな

るが、どこの地域、どういった規模の住宅を建設するか、あるいは建て替えるかにつ

いては、当該地区における住民の状況、福祉や子育てといった様々な視点も持ちなが

ら道全体の中で必要性を議論しており、建設部においては、バリアフリー化や子育て

支援住宅必要性などに関し、事前に保健福祉部局と連携しながら整理をしている。 

 

【深貝委員】 

・資料４「事業優先度設定の手引」の中で建設部（公営住宅整備事業）であれば、災害

に強いまちづくりや、子育て支援住宅の普及推進について書かれているが、それ以前

に、どうして今回この地区で道営住宅を建て替えるのかについての優先度がはっきり

わからない。例えば他の事業であれば災害の関係とか、効率的な基盤整備とかで、あ

る程度、他と対照しているのでわかるが、本事業については唐突に感じてしまうが如

何か。 

 

【事務局】 

・道営住宅に限った話であれば、現在老朽化した住宅について順次、ある程度計画性を

もった中で進めているところ。 
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【深貝委員】 

・建設部として、どこの道営住宅を更新するのかについて、どういう判断をくだしたの

か。老朽化であれば同じような住宅もあると思うがなぜこの地区に決められたのか。 

 

【横田副会長】 

・今回は大規模事前評価ということで 10 億円以上の事業が審議の対象となっている。

10 億円に満たないものも含め、その上で優先順位を考え、計画的に実施されている

ものと認識。公共事業評価専門委員会の中でも「なぜここの住宅なのか」、「近隣住

宅との関係はどうなっているのか」、「今、何戸住んでいて何戸が空いていて、住宅

に人が住むことにより、人がどう移動するのか」といった点も含め、議論をしたとこ

ろ。 

 

【中津川委員】 

・おそらく深貝委員の質問は、ハードの整備は公共事業として行うのはわかるが、その

必要性の判断は誰が、どこの部局が行うのか。具体的には旭川に何戸必要だとか、そ

ういう判断は誰が行うのか。 

 

【事務局】 

・若干繰り返しになるが、社会資本整備の進め方というのは、先ほど事務局から説明し

た「社会資本整備の重点化方針」があり、ある程度事業種別ごとに優先度を整理し、

さらには事業ごとに道路、河川、農村整備事業であったり、水産あるいは住宅など、

個別に分野がある中で、優先度に基づいて災害対策であったり、地区ごとの緊急度や

老朽化の具合とかの必要性や緊急度の高い箇所を、優先的に実施することは各部ごと

所管する事業課の一義的な判断もあるが、全体の道予算を勘案しながら例えば地元に

おける協議の進捗状況だとか、手続きの進み具合などを踏まえて、道全体で予算を決

定していく中で判断をしていくというプロセスが基本的にある。 

 

【中津川委員】 

・それでは、地域の政策などそういったことを含めて、必要性については建設部の方で

集約して、この枠組みの中で精査すべきという考え方になると思うが。 

 

【事務局】 

・今回は既存施設を建て替えする内容であり、老朽化が進むものについては、例えばエ

レベーターがないとか様々な原因があるので、そうした建物については順次、計画的

に必要に応じて更新をしており、また新規については、様々な要望を踏まえ、総合的

に検討しているところ。 
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【深貝委員】 

・以前も話したが、少子高齢化社会ということで、今回の事業箇所は小学校の隣である

が、おそらく子どもは少なくなっているはず。それから敷地を随分贅沢に使っている

が、道民の感情からすれば、いらないものといえばおかしいが、手放すものは手放し

て欲しいと思うし、安易に建て替えるというのもきちんと状況を見極めた中ですべき。 

・道の財政は箱物を建てれば硬直化してしまうので、単純に老朽化だから建て替え、建

て替えと進めていくと人口が減るのにも関わらず、余計なものがたくさん建っていく

のにブレーキがかからなくなる。 

 

【鈴木会長】 

・深貝委員の質問の趣旨は、一つは老朽化しているものや、修繕したほうが良いものが

いくつかある中で、先にやるものについて、全体を見て判断をしているのかというこ

とと、その時に、今指摘のあったような要素が勘案されているのかということ。 

・ここで審議されている対象は先ほど横田副会長が言ったとおり、10 億円以上のもの

であるが、そうでないところ、ここで見えないものに対しての指摘ではないか。 

 

【玉堀委員】 

・道営住宅の評価を担当したが、道営住宅といっても棟数が相当数あり、今回の評価対

象は築後 40 年が経過し、水準的にも現代にあわないものだったが、実はそのような

住宅はこの他にも実際にあると認識。ですからそこで優先順位をつけている。 

・また建て替えにあたって、現在の居住者はどうなるのか疑問に思う方もいるかと思う 

が、建て替え時には居住者を他の棟に振り当て、居住者の居住権を剥奪するような事 

が生じないよう配慮している。 

・調書には２棟だけがあがっているが、その周辺の道営住宅にも影響力を及ぼしながら

新しい建物が建設される。また今回の件で言うと建て替え前の個数は 96 戸であるが

建て替え後 60 戸になるため、相対的に考えると人口減少というものにも目を向けて

いることがわかる。 

・この棟だけでなく「直して欲しい、建て替えて欲しい」という声は多くあるが、優先

度を絞りながら順番を決め、結果この住宅が事業対象となったのが実情であると判断

した。 

 

【事務局】 

・委員発言のとおり、道営住宅の建て替え・整備についてはかなりの件数があり、古く

から整備してきたものが、今、老朽化をしている中で更新を迎えている。道としても

『道営住宅整備活用方針』を定めながら、各地区の状況、人口動態、老朽化等を踏ま

え、住宅の集約化も図りながら、優先度をつけるなどして必要な事業を進めてまいり

たい。 
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【深貝委員】 

・札幌市も同様に苦労をしていて、居住者を移行するのも大変だという話もあるが、敷

地を少なくして、余った土地を民間・大学等に払い下げるなどしている。道営住宅も

高層化した結果、広い敷地が必要なくなるのであれば、それを手放して欲しい。企業

で言うところの、どのように採算がとれるのか、楽に支払いができるかなどの工夫を

お願いしたい。 

 

【竹内委員】 

・冒頭の質問に関わることかもしれないが、報告書（案）の１ページ目で評価対象につ

いて、今回 34 地区を対象としたとあり、いずれも 10 億以上の事業というが、「イ そ

の他必要と認める地区」にある「事業計画の変更」であるものが今回の対象となって

いるのか。 

 

【事務局】 

・今回は新規事業の評価のみとなっている。 

 

【竹内委員】 

・今回の政策評価の趣旨としては全ての事業を評価することはできないので、新規でも

計画変更でも 10 億円以上の事業を対象とするハードルを設けている。例えば計画変

更の評価対象は今回ゼロ件で、金額の大きなものをテーブルにのせることはもちろん

大事なことであるが、10 億のハードルがあるため 9 億 9 千万程度の事業がテーブル

の下にたくさん隠れていないかということも心配してしまう。 

・そうしたことにならないよう、個別の評価はある程度金額の大きいものになるとして

も、全体的な概要は理解する必要があるのではないか。 

 

【事務局】 

・委員発言の趣旨は理解したので、今後の委員会に向けて勉強させて欲しい。 

 

【鈴木会長】 

・この委員会ではなく、公共事業評価専門委員会の中で議論・検討する際に、そういっ

た資料があるといいのかも知れない。検討をお願いする。 

 

《審議結果》 

・原案のとおり議会に報告することで了承 
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【事務局】 

・評価結果については、第二回北海道議会定例会の開会日前日に開催される総務委員会 

に報告するとともに、ホームページや行政情報センター、各総合振興局及び振興局の 

行政情報コーナーにおいて、縦覧により公表する予定。 

 

（２）北海道政策評価委員会運営要領の改正について 

 

（事務局より資料５に基づき説明） 

 

《審議結果》 

・原案のとおり了承 

 

３ 閉 会 

 


